イラン革命と南アジア -- 共振の三〇年 (特集 イラン -- 革命から三〇年目の危機) by 山根 聡
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今春の大学での授業中、 「九 ・ 一一」が話
題になった。だがここ二、 三年、新入生の反応がこれまでと明らかに違ってきている印象があった。筆者にとって「九 ・一一」は昨日のよう 出来事 、平成生まれの大学生には小学校時代の曖昧な記憶でしかなく、 ビン ・ ラーディンも、 こんにちメディアで扱われないため、印象がないの 。一〇年一昔とはよく言ったものである　
イラン革命とアフガニスタンへのソ連軍






















利に沸くパキスタンだった。級友には対ソ連戦争帰りもいて、月明かりの渓谷でのソ連軍との死闘を自慢げに話す者もあった。映画はアメリカとムスリムの蜜月を描い『ランボー・怒りのアフガン』など、対ソ連戦争を描いたも が上映されていた。ムスリム側の勝利になると、映画館を揺るがすような喝采が起こり、 「アッラーは偉大なり」の声が沸き った。バーザールの古着屋は、西側諸国からの難民支援目的の古着が横流しされて大量に出回っていた。当時のパキスタンは、 アフガニスタンでの 「ムスリムの戦争」の勝利に酔って 。いや、むしろそ 酔いから醒めつつある時期であったともいえよう。ジハードを推進し、パキスタンでのイスラーム化を率先するとで西側諸国やアラブ諸国から莫大な支援を受けたズィアーウル・ハク大統領が一九八八年八月に不慮 飛行機事故で亡くなり、首都近郊での武器格納庫の大規模爆発が発生したりするなど、対ソ連戦争の終焉が対パキスタン支援の終りを告げるかのような象徴的な事件が相次いでいた。　
イラン革命は、アフガニスタンとパキス
タンの社会に多大な影響を及ぼした。アフガニスタンでは、イラン革命 受けて、反政府グループであるムジャーヒディーン諸派のなかでも暴力を辞さない強硬派のグル
ブッディーン・ヘクマティヤールが、アフガニスタンにおけるイスラーム革命の実現を目指し、ホメイニー師に対する敬意を表明していた。ス ナ派の彼は対ソ連戦争時代、西側諸国やサウジアラビアからの支援を得ており、イランとは反発する立場にあったが イランのイ ラーム革命には一定の理解を示していた。アフガニスタンでは一九五〇年代半ばから、エジプトのアズハル大学に学んだ学生らが、帰国後、母国のソ連への接近に反発 、カー ル大学等でイスラーム研究会を主催しな ら反政府活動を行っていたが、イラン革命によりイスラーム革命の可能性を見出したのであるアズハル出身者には スリム救国戦線のムジャディディ党首、アフガニスタン解放スラーム同盟のサヤーフ党首、イスラーム協会のラッバーニー らがあった。ラッバーニーがエジプトにいた頃、ムスリム同胞団のサイイド・クトゥブが処刑されている。彼らは、クトゥブやパキスタン マウドゥーディ らの スラーム復興思想 影響を受けていた。　
ムジャーヒディーン諸派は、アフガニス
タンの諸民族で構成されていた 、一般には派内の多数を占める民族とのつながりが強調された。シーア派組織の多くはアフガニスタン中部山岳地域を拠点とするハザーラ人によって成立していた。それはアフガニスタンのシーア派 ほとんどがハザーラ人で構成されていたからである。シ ア派
の組織は一〇近くに分立したが、そのほとんどがイラン国内で結成されていた。これらは対ソ連戦争期を経てイスラーム統一党とイスラーム運動党二派に分かれた。前者はシーア派系諸派が統一して たマザーリー師率いるシーア派系最大の党で、イランからの支援で急速に台頭 た。こに対しシャイフ・アースィフ・モーセニーが率いるイスラ ム運動党は、一九八〇年にイラン政府から国外追放命令を受けることとなった。ヘクマティヤールは、ハザーラ人（シーア派）の権益確保を約し、統党との連携を図り、のちの内戦時代、両者は共闘体制を持　
イランは対ソ連戦争時、アフガニスタン


































響を受けたというグループの存在はほとんど確認されていない。これはやはり 対ソ連戦争時、あるいは戦争後現在に至るま 、どれだけ外国人兵士 受け入 たか 違いが影響しているのではないだろうか。 れについては、今後検証する必要がある。　
三〇年前の新聞は、アフガニスタンに関
する画質の悪い写真が紙面を飾って た。だが今や世界各地で発生する事件はほぼそのままの映像で、世界に人々が同時に共有するようになった。さらに安価なインターネット 発達により、誰もが世界に発信できる時代を迎え、情報の拡散と共有、思想や行動の共振を急激 促進させて る。イランのイスラーム革命の影響は今もなお、南アジアのイスラーム運動の底流にあるのではないだろうか。
（やまね
　
そう／大阪大学准教授）
6月15日の抗議デモには
100万人以上が参加した。
（写真提供： アフロ）
